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要旨 調査研究の目的

　企業内における能力主義化を徹底するためには、客観的で納得性の高い評価制度が必要となる。また、企業間の労働移動をスムー

ズに進め、再訓練の体系を整備する上でも、個人の職業能力を客観的に評価し、明示することが重要となる。だが、日本では、職業資

格政度は複雑であり、社会的な職業能力評価制度は十分な整備が行われていない。そこで本調査は、現状の企業内の職業能力評価

制度を把握し、社会的・横断的な職業能力評価制度に対する企業のニーズを探ることを目的とした。

調査研究の方法

　全国・全業種の企業から、従業員規模３０～２９９人の企業２，５００社（以下、中小企業と記す）および従業員規模３００人以上の企業

２，５００社（以下、大企業と記す）を抽出。中小企業に対しては、人事・教育担当者あてに１種類の調査票を送付。大企業に対しては、人

事・教育担当部長あてに４種類の調査票（(1)人事、教育部門、(2)研究開発・技術部門、(3)営業・販売・サービス部門、(4)製造・建設・運

輸部門の各担当用）を送付し、該当部門の担当者への配布・回答を依頼した。調査票は郵送により１９９８年１０月下旬～１２月上旬に配

布・回収された。回収数は、中小企業３６７票（回収率１４．７％）、大企業は、人事・教育担当者３５３票（１４．１％）、研究開発・技術部門

１４５票（５．８％）、営業・販売・サービス部門１９７票（７．９％）、製造・建設・運輸部門１３２票（５．３％）である。

調査結果の概要

１．人事・労務管理の改革・見直しが進む中で、「求められる職業能力の社内標準を明確化する」方針を持つ企業は４割弱に達してい

る。

２．人事考課の評定要素として、技術系では知識・技能を重視。営業系では成果を、課長職では実行力・組織力および成果を重視。

３．職業能力情報の体系的な管理は不十分。技能表・仕事表を作成していない企業部門が４分の３、研修歴や自己開発の把握割合は３

割前後。

４．義務づけ、または奨励している資格・検定がある企業は７割弱。建設業、金融・保険・不動産業では９割以上。

５．義務・奨励資格がある企業、職業能力評価の客観化・活用に取り組んでいる企業では、資格・検定が「社内の職業能力評価を補完

する」という評価が５割前後に達する。

６．民間・業界資格の公正な運営のために一定の規制が必要だ後考える企業が８割。

７．社会的に横断的な職業能力評価制度の再構築は、国と業界団体の連携によるべきと考える企業が６割。

８．今後、職業能力の業界標準が必要になると、回答者の６割弱が見ている。

９．企業における役割・位置づけによって、資格・検定は７つの類型に分類できる。
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研究する上で実施した検査

調査の有無 実施した

調査方法 アンケート調査
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